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劣後特約付ローンの期限前弁済に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2014年10月に調達した劣後特約付ローン（以下「本劣後ロー

ン」という。）総額400億円について、2017年10月31日付で期限前弁済（以下、「本期限前弁済」とい

う。）することを決定致しましたので、お知らせ致します。 

記 

 

１．本期限前弁済の背景 

（１） 当社は財務基盤強化等を目的として、2014 年 10 月 31 日に格付目的上 50％の資本性が認めら

れる本劣後ローン総額400億円の資金調達を実施致しました。 

（２） 一方、当社は 2012年 10月に策定した「24 号中期連結経営計画」（以下「本中期経営計画」と

いう。）において、激しい環境変化にも対応できる強靭な企業体質の構築を目指し、各種施策につ

いて全社一丸となって取り組んでまいりました。その結果、本中期経営計画の最終年度となった

2016年度においては鉄鋼事業を取り巻く環境が極めて厳しい中、財務基盤強化について当初の目

標を達成致しました。 

（３） また当社は2017年３月13日付で新日鐵住金株式会社（以下「新日鐵住金」という。）を親会社

とする同社グループの一員となりました。今後、新日鐵住金と経営戦略を共有し、連携を深める

ことで、更なる事業構造改革の推進およびシナジーの最大化に取り組んでまいります。 

（４） 今般、本劣後ローンについては、先に述べた当社のこれまでの取り組みに加え、以下の状況に

鑑み、格付目的上 50％の資本性は必要なくなったと判断し、期限前弁済することと致しました。

なお、本期限前弁済にあたっては貸付人全員の同意を得ております。 

  ① 信用力のある新日鐵住金グループの一員となり、当社の信用力を同社グループの信用力が下支

えしていること。 

  ② シナジー効果の最大化への取り組みにより、当社収益力の底上げが期待されること。 

（５） なお、本期限前弁済は、本劣後ローンの借換制限条項（注）を充足するものではありませんが、

先に述べた状況等を踏まえ債権者に与える影響は限定的であると考えております。また本期限前

弁済については、株式会社日本格付研究所からも同様の見解が発表される予定です。 

   （注）借換制限条項：本劣後ローンの期限前弁済日以前12ヶ月間に普通株式または本劣後ローン     

      と同等以上の資本性を有するものと格付会社から承認を得た証券若しくは債務によって資 

      金を調達した限度で行う場合でない限り、本劣後ローンにつき期限前弁済を行わないこと 

      を意図している旨の条項 

 



２．本劣後ローンの期限前弁済の概要 

（１） 残 存 借 入 金 額  400億円 

（２） 借 入 日  2014年10月31日 

（３） 期 限 前 弁 済 日  2017年10月31日 

（４） 期 限 前 弁 済 金 額  400億円 

（５） 期 限 前 弁 済 の 原 資  外部借入金 

（６） 業 績 に 与 え る 影 響  2018 年３月期の業績見通しにつきましては現在精査中であり、公

表済の業績予想に修正の必要が生じた場合には、速やかにお知らせ

いたします。 

 

以 上 
 

 

<ご参考> 本劣後ローンの概要 

（１） 借 入 金 額  400億円 

（２） 借 入 日  2014年10月31日 

（３） 弁 済 期 日  2074年10月31日 

（４） 借 換 制 限  当社は、期限前弁済日以前12 ヶ月間に普通株式又は本劣後ローン

と同等以上の資本性を有するものと格付会社から認められた証券

若しくは債務（但し、原則として当社の子会社又は関連会社以外の

者に対して発行等されるものに限る。）によって資金を調達した限

度で行う場合でない限り、期限前弁済を行わないことを意図してい

る。 

（５） 利息支払に関する条項  一定の条件のもとで、当社の裁量により、利息の全部又は一部の支

払を繰り延べることができる。 

（６） 劣 後 特 約  清算手続の開始、破産手続開始の決定、更生手続開始の決定、若し

くは民事再生手続開始の決定がなされた場合、又は日本法によらな

い清算手続、破産手続、会社更生手続、民事再生手続若しくはこれ

らに準ずる手続が外国において行われる場合、本劣後ローンの債権

者は、本劣後ローン及び本劣後ローンと同順位の当社の債務を除く

一切の債務が全額支払われた後に、当社の残存する優先株式と同順

位の支払請求権を有する。 

（７） 資 本 性 認 定  株式会社日本格付研究所より「50」の資本性認定を取得。 

 


